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公共浄化槽事業PFI手法導入でVFM20％超
 BOO、長寿命化対策など2市対象に試算

環境省はこのほど、公共浄化槽事業
における PFI 手法の導入支援に関連
して実施した事業収支の試算結果を公
表した。特定の２市を対象にしたとこ
ろ、VFM（Value for Money）は20
～37％で、いずれも PFI 手法を導入
した方が直営方式より財政負担は抑え
られた。また同じPFI でも、BTOより
民設民営に近いBOO方式、長寿命化
対策の実施でVFMはさらに向上する
結果となった。

BOO方式について検討したのは、
令和５年度公共浄化槽等整備促進 に
向けた調査検討業務においてB市と
された自治体（静岡県内と推定）で、
同市の浄化槽処理区域の約３万人（う
ち約２万人が合併処理浄化槽使用）を
対象に、個人設置型事業から公共浄化
槽事業に切り替えた場合について試算
した。
令和４年度末時点の未整備家屋数は
4543件で、直近３年間の整備率は約
５％。現行事業を継続した場合は10

年間で1823基の浄化槽整備が見込ま
れる。
報告書では公共浄化槽事業を導入し
た場合、個人負担が軽減されることな
どから整備が加速すると予想し、PFI
手法における民間事業者の推進効果も
加味して整備率は約６％、10年間で
2096基と仮定。また既設個人設置浄
化槽の寄託が10年間で4989基（B
市特有の維持管理補助を受けた浄化槽
の75％）あると仮定し、実際に管理
する浄化槽は年間で7085基とした。
さらに５人槽で設置工事費は76万
2000円、清掃・保守点検費は４万
3800円、法定検査費は5800円（11
条）、機器補修費等で年１万円などと
見込み試算したところ、当初10年間
で市直営は17億5800万円に対し、
PFI 手法（BTO）は13億3500万円
と、主に間接費（人件費）の削減で財
政負担が大幅に縮減する結果となっ
た。
またBTO（Build-Transfer-Operate）
は民間が設置したあと、所有権を自治

体に譲渡し、民間が運営する方式だ
が、浄化槽 PFI 事業では令和４年度
よりBOO（Build-Own-Operate）方
式、民間が設置したあと、所有権を譲
渡せずそのまま運営する方式が可能と
なっている。
今回、このBOO方式についても試
算したところ、所有権譲渡に伴う事務
処理量のさらなる削減などから当初
10年間の財政負担は13億700万円と
さらに軽減される結果となった。
VFMはBTO方式の場合で24.1％、
BOO方式の場合で25.6％となる。
同市では適正な維持管理を条件に毎
年１万8000円の独自補助を行ってい
るために個人設置型事業でも財政負担
は大きく、現行事業を10年間継続し
た場合の負担額は20億4800万円と
なっている。
短期的には明らかに公共浄化槽事業
の方が負担は少なく、既設浄化槽の更
新を挟む40年間隔で見ても、PFI 手
法であれば個人設置型事業より財政負
担は抑えられるとまとめた。

また報告書で取り上げるA市（神
奈川県内と推定）では浄化槽長寿命化
計画に基づく改築補助の活用が取り
上げられているが、ここでは長寿命化
対策の有無によって、同じPFI 手法
（BTO）でもさらにVFMが1 ～ 2ポ
イント改善している。
こうした点も踏まえ、B市につい
て、「BOO方式であれば運営の裁量
性が増し、創意工夫を一層発揮しやす
い」「修繕等について長寿命化対策を
付加することによって、民間事業者に
とっても予防保全による修繕業務の
増加、事業参入意欲の向上につなが
る」などとした。

環境省

環境省はこのほど、令和６年度
循環型社会形成推進交付金（浄化
槽分）の第１回内示額を公表し
た。（３～５面に関連記事）
事業別に見ると、公共浄化槽事
業は175事業（対前年度比３事業
減）、浄化槽設置整備事業は
1260事業（同６事業減）だった。
整備メニューでは通常事業を除け
ば、補助率1/2の環境配慮・防災
まちづくり浄化槽整備推進事業を
活用する自治体が多く、公共浄化
槽事業で54事業、浄化槽設置整
備事業で247事業だった。

また維持管理費の低減に資する
新たなメニューについて、長寿命
化計画に基づく浄化槽の改築事業
は公共浄化槽事業で８事業、浄化
槽設置整備事業で２事業、少人数
高齢世帯の維持管理負担軽減事業
は公共浄化槽事業で１事業、浄化
槽設置整備事業で３事業だった。
実施自治体のうち札幌市は両事業
とも着手する計画となっている。
また令和６年能登半島地震に関
連して石川県の七尾市、津幡町、
穴水町、能登町の４市町が災害復
旧事業で予算を計上した。

環境省 令和6年度循環交付金の1次内示公表
維持管理負担軽減事業の新採用進む

国土交通省は４月22日、下水汚泥
に含まれる重金属・肥料成分の分析結
果を示した。108の処理場における脱
水汚泥等または汚泥燃焼灰を調査し、
成分については偏りがあるものの肥料
原料としては問題ないことが確認され
た。また懸念されていた重金属につい
てはおおむね基準値を下回ったが、４
カ所の処理場で脱水汚泥等の基準値超
え（肥料法）が確認され、継続的なモニ
タリングが重要とした。
分析によると、脱水汚泥等の成分は
窒素、リンが多く含まれる一方でカリ
ウムがほとんどなく、新たな規格であ
る菌体りん酸肥料としてカリウムを補

う肥料と混合することが肥料としては
有効としている。重金属については今
回、基準値超えの処理場があったこと
から適否を検討するに当たっては処理
場の選定と、実際の分析、さらに季節
変動を考慮して継続的なモニタリング
が必要とした。
焼却灰もリンが多く含まれる一方
で、カリウムは少量、窒素はほとんど
含まれず、菌体りん酸肥料として他の
肥料と混合することが有効とした。今
回の調査では重金属は基準値を下回っ
たが、上回る場合も考えられるため、
こちらも選定と継続的なモニタリング
が必要とした。
国では2030年までに下水汚泥由来
の肥料利用を倍増させるとの目標を打
ち出しており、ここには「地域バイオ
マス」として生ごみやし尿・汚泥も含
まれる可能性が出ている。

国交省
下水汚泥の重金属・成分分析を実施
肥料利用は継続モニタリングが必要
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◆人口集積が存続の前提
下水道は本来、利用人口が集中して
存在することを前提に整備する ”都市
の施設“です。人口減少時代に、どの
くらい集積があれば持続できるかは
誰もが知りたいところです。そこで
地方公営企業年鑑（令和３年度）の法
適用公共下水道事業の数字を基に処
理区域内人口規模別で整理しました
（表１）。50万人以上は政令市、20万
人以上は特例市、10万人以上は中都
市、10万人以下は小都市、５万人以
上は市の要件とされています。また、
911事業のうち、現在処理区域内人
口２万人未満の事業数は106事業
で、対象人口は 87.7万人、全体の
0.9％ですが、小規模のため結果に影
響しません。

◆経常費用の７割を賄えるのは人口
50万人以上
汚水処理における「経常的収入で
賄えている経常費用の比率（下水道
使用料 / 雨水以外の維持管理費・資
本費）」を、処理区域内人口規模別で
見ると、人口規模別の平均値として、
経常費用の70％以上を経常的収入
（下水道使用料）で賄うことができて
いるのは、人口50万人以上に区分さ
れる事業のみです（図１）。なお、対象
としている約95百万人のうち、約
60％は50万人以下の事業ですが、
公営企業として運営するに十分な経
常的収入が得られていません。

◆使用料はどこまで上げられるか
経常的支出に対して経常的収入と
しての使用料は、恒常的に不足して
います。不足分を一般会計から繰出

すことで、事業が継続・実施されて
きました。もし、国や市町村の財政
的な事情で操出額を削減をせざる得
ない場合、経常的収入である使用料
の負担を見直さなければならなくな
ります。
生活に欠くことのできないインフ
ラサービスは、汚水処理以外にもあ
るので、他のインフラサービスへの
負担レベルから、一定許容されるで
あろう使用料負担のレベルを仮定
し、公的負担が得られない場合でも、
事業の継続が期待できる事業規模に
ついて仮想的に考えてみました。
一般的な生活を送る上で多くの人
が利用し、受益者負担を原則とする
下水道以外のインフラとして、電気・
ガス・水道・通信（電話など）・情報
（新聞・配信など）などがあります。
これらは利用者が享受するサービ
ス、それを実現し・継続していくため
の仕組みやコストは異なっています
が、利用者個人・世帯としての支払金
額は、概ね同じような範囲での負担
になっています。このことから考え
ると、下水道使用料として支払うこ
とが使用者側の認識として許容され
る額には一定の上限があるように思
います。下水道事業を継続するため
に必要であったとしても、電気・ガ
ス・水道などの料金と比較して、あま
りに高額な使用料設定はできないの
ではないでしょうか。
処理区域内人口２万人未満での下
水道事業で、使用者一人に必要となる
汚水の維持管理費・資本費は、約
4,000円 /月・人ですので、世帯当た
り人数を2.25人とした場合、汚水処
理に必要な費用を全額使用料負担と

した場合には、一カ
月当たりの下水道使
用料が約9,000円必
要となります。
令和６年１月分の
家計調査報告（総務
省）によると、二人以
上の世帯における平
均支出として、電気
代が12,376円、ガス
代が5,904円、上下
水道料が5,085円、
通信費が11,927円、
保健医療サービスが
8,077円、書籍・他の印刷物が3,040
円などとあるので、下水道使用料だ
けに 9,000円 / 月・世帯を支払うこ
とは、使用者には理解され辛いと思
われます。
電気代、通信費、保健医療サービス
などで見られる、約１万円 /月・世帯
の支出レベルを、使用者負担上限の
目安とするなら、上下水道のサービ
ス対価として約１万円 / 月、下水道
使用料がその半分を占めたとして、
約５千円 / 月・世帯程度の負担は許
容されると考えていいのではないで
しょうか。
その場合、世帯当たり約５千円 /
月を上限とすると、一人当たりで約
2,200円 / 月となり、使用料負担可
能額の観点からは、公的補助がない
と仮定した場合、汚水（雨水除く）維
持管理費と資本費の合計支出が約
2,200円 / 月となる処理区域内人口
10万人以上・20万人未満が、必要最
小規模の下水道事業になると推定さ
れます。
当該規模の場合、（表２）のとおり、
処理区域内人口密度（現在処理区域
内人口 / 現在処理区域面積）は、約
5,300人 /km2（53/ha）であり、そ
の一つ下の規模である処理区域内
人口５万人以上・10万人未満では、約
4,300人 /km2（43/ha）となります。
現在の実績支出ベースや今後の人
口減少を考えると、汚水処理に係る
下水道事業を使用料収入のみで運営
していくためには、DID（人口集中地
区）の要件「原則として人口密度が
1km2あたり4,000人（40/ha）以上」
よりも、やや高い人口密度が、処理対
象区域に必要になるのではないで
しょうか。
処理区域内人口10万人以上・20
万人未満の下水道事業で、使用料収
入のみを経常的収入とした場合、汚
水処理にかかる「経常的収入で賄え
ている経常費用の比率」は約54%で

す。一方で、使用料負担レベルは約
1,200円（1,180円）/ 月・人に抑え
られていますから、現状の公的補助
などの制度が見直された場合であっ
ても、一定汚水私費の負担原則を維
持しつつ、下水道事業を継続できる
可能性はあります。これ以下の人口
密度の下水道事業では、使用料改定
を類似するインフラサービスの利用
負担に比べて重くするか、一般会計
から繰入を継続しなければ成り立た
ない恐れがあります。

◆小規模下水道はサービスの手法を
見直す
使用料負担の改定や、不足分を繰
出せない場合には、浄化槽などの個
別処理への回帰を含めて、住民の生
活衛生環境を維持するための汚水排
除サービスあり方・手法そのものを
見直していくことも必要になるので
はないでしょうか。
ここまで、公表されている統計値
を基に、下水道事業を事業規模別で
支出入の傾向、使用者負担見直しの
可能性などについてみてきました。
今回の分析結果から、下水道は一
定公的な支援が必要な事業で、特に
小規模な事業において、公的な費用
負担が削減された場合、使用料負担
の見直しだけでは、その継続が極め
て難しくなる事業であることが分か
りました。

◆広域化・共同化効果も限度
処理区域内人口規模を大きくして
効率化を目指す、広域化・共同化の取
組みが見られますが、小さな下水道
事業を統合して対象処理人口を大き
くしても、下水管布設延長を大きく
短縮できるわけではなく、統合施設
間の接続管渠の工事費や区域の人口
減少などを考えると、対象処理人口
だけに着目した広域化・共同化の効
果には、限界があると思います。

112112

下水道事業が持続可能な処理区域内人口規模下水道事業が持続可能な処理区域内人口規模

 

1 
 

環境情報 6年５月   下水道事業が持続可能な処理区域内人口規模 

       北海道大学大学院公共政策学研究センター研究員 遠藤誠作 

人口集積が存続の前提 

 下水道は本来、利用人口が集中して存在することを前提に整備する”都市

の施設“です。人口減少時代に、どのくらい集積があれば持続できるかは誰も

が知りたいところです。そこで地方公営企業年鑑（令和３年度）の法適用公共

下水道事業の数字を基に処理区域内人口規模別で整理しました（表１）。50 万

人以上は政令市、20 万人以上は特例市、10 万人以上は中都市、10 万人以下は

小都市、5万人以上は市の要件とされています。また、911 事業のうち、現在

処理区域内人口 2万人未満の事業数は 106 事業で、対象人口は 87.7 万人、全

体の 0.9％ですが、小規模のため結果に影響しません。 

 

 

表表 11  処処理理区区域域内内人人口口規規模模別別のの事事業業体体数数・・人人口口（（万万人人））・・比比率率（（％％））  

 

 

経常費用の 7割を賄えるのは人口 50 万人以上 

汚水処理における「経常的収入で賄えている経常費用の比率（下水道使用料

/ 雨水以外の維持管理費・資本費）」を、処理区域内人口規模別で見ると、人

口規模別の平均値として、経常費用の 70％以上を経常的収入（下水道使用

料）で賄うことができているのは、人口 50 万人以上に区分される事業のみで

す（図１）。なお、対象としている約 95 百万人のうち、約 60％は 50 万人以下

の事業ですが、公営企業として運営するに十分な経常的収入が得られていませ

ん。 

 

 

50万⼈以上 20〜50万⼈ 10〜20万⼈ 5〜10万⼈ 2〜5万⼈ 2万⼈未満 1万⼈未満

事業体数 28 84 154 237 302 106 29
⼈　⼝ 3,927 2,261 1,588 1,095 583.0 87.7 15.3

⼈⼝⽐率 41% 24% 17% 11% 6.1% 0.9% 0.2%
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表表 22  処処理理区区域域内内人人口口規規模模別別  

処処理理区区域域内内人人口口密密度度（（現現在在処処理理区区域域内内人人口口//現現在在処処理理区区域域面面積積））（（人人//kkmm22））  

 

 

小規模下水道はサービスの手法を見直す 

使用料負担の改定や、不足分を繰出せない場合には、浄化槽などの個別処

理への回帰を含めて、住民の生活衛生環境を維持するための汚水排除サービ
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広域化・共同化効果も限度 

処理区域内人口規模を大きくして効率化を目指す、広域化・共同化の取組み

が見られますが、小さな下水道事業を統合して対象処理人口を大きくしても、

下水管布設延長を大きく短縮できるわけではなく、統合施設間の接続管渠の工

事費や区域の人口減少などを考えると、対象処理人口だけに着目した広域化・
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全　国 50万⼈以上 20〜50万⼈ 10〜20万⼈ 5〜10万⼈ 2〜5万⼈ 2万⼈未満 1万⼈未満

6,192 9,559 6,328 5,268 4,264 3,290 2,339 1,960

50万⼈以上との⽐（倍） 0.7 0.6 0.4 0.3 0.2 0.2

 

2 
 

 
図図１１  処処理理区区域域内内人人口口規規模模別別  下下水水道道使使用用料料//  雨雨水水以以外外のの維維持持管管理理費費・・資資本本費費

（（％％））  

 

使使用用料料ははどどここままでで上上げげれれるるかか  

経常的支出に対して経常的収入としての使用料は、恒常的に不足していま

す。不足分を一般会計から繰出すことで、事業が継続・実施されてきました。

もし、国や市町村の財政的な事情で操出額を削減をせざる得ない場合、経常的

収入である使用料の負担を見直さなければならなくなります。 

生活に欠くことのできないインフラサービスは、汚水処理以外にもあるので、

他のインフラサービスへの負担レベルから、一定許容されるであろう使用料負

担のレベルを仮定し、公的負担が得られない場合でも、事業の継続が期待でき

る事業規模について仮想的に考えてみました。 

 

一般的な生活を送る上で多くの人が利用し、受益者負担を原則とする下水道

以外のインフラとして、電気・ガス・水道・通信（電話など）・情報（新聞・

配信など）などがあります。 

これらは利用者が享受するサービス、それを実現し・継続していくための仕

組みやコストは異なっていますが、利用者個人・世帯としての支払金額は、概

ね同じような範囲での負担になっています。このことから考えると、下水道使

用料として支払うことが使用者側の認識として許容される額には一定の上限が

あるように思います。下水道事業を継続するために必要であったとしても、電

気・ガス・水道などの料金と比較して、あまりに高額な使用料設定はできない

のではないでしょうか。 
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表１  処理区域内人口規模別の事業体数・人口（万人）・比率（％）

表２ 処理区域内人口規模別
処理区域内人口密度（現在処理区域内人口 /現在処理区域面積）（人/km2）

図１ 処理区域内人口規模別 下水道使用料 / 雨水以外の維持
管理費・資本費（％）
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都道府
県　名

事　業
主　体

施設
区分

詳細
基数
（基）

内示額
（千円）

北海道 札幌市 　 　 10

北海道 札幌市 　 改 92

北海道 札幌市 　 少 5

北海道 函館市 　 　 28

北海道 旭川市 　 　 16

北海道 室蘭市 　 　 2 260

北海道 釧路市 　 　 3 558

北海道 北見市 　 　 28

北海道 夕張市 　 　 6 1,161

北海道 岩見沢市 　 　 21 3,542

北海道 留萌市 　 　 1 158

北海道 苫小牧市 　 　 1 130

北海道 稚内市 　 　 14 2,016

北海道 江別市 　 　 10

北海道 紋別市 　 　 10

北海道 三笠市 　 　 2 294

北海道 根室市 　 　 15

北海道 伊達市 　 　 20 3,032

北海道 北広島市 　 　 10 1,474

北海道 北斗市 公 　 5 2,010

北海道 当別町 　 　 7 1,112

北海道 松前町 　 　 5 650

北海道 福島町 公 　 10 3,626

北海道 知内町 　 　 5 706

北海道 木古内町 　 　 10 1,502

北海道 七飯町 　 　 19 2,784

北海道 八雲町 　 　 8 1,242

北海道 長万部町 　 　 3 446

北海道 厚沢部町 　 　 5 966

北海道 乙部町 　 　 1 158

北海道 奥尻町（離島）　 　 1 237

北海道 今金町 　 　 4 604

北海道 島牧村 公 　 6 1,937

北海道 蘭越町 　 　 3 446

北海道 ニセコ町 　 　 8 1,332

北海道 京極町 　 　 4 548

北海道 倶知安町 　 　 12 1,762

北海道 共和町 　 　 6 920

北海道 仁木町 　 　 18 3,180

北海道 余市町 　 　 4

北海道 南幌町 　 　 7 1,048

北海道 由仁町 　 　 10 1,440

北海道 長沼町 　 　 15 2,180

北海道 月形町 　 　 3 390

北海道 浦臼町 　 　 3 474

北海道 新十津川町 　 　 4 876

北海道 雨竜町 　 　 2 59

北海道 鷹栖町 　 　 5 678

北海道 東神楽町 　 　 5 768

北海道 当麻町 　 　 10 1,446

北海道 比布町 　 　 3 418

北海道 愛別町 　 　 3 520

北海道 東川町 　 　 29 4,146

北海道 美瑛町 　 　 10 1,446

北海道 上富良野町 　 環 13 3,900

北海道 中富良野町 　 　 5 706

北海道 南富良野町 　 　 5 705

北海道 剣淵町 　 　 5 1,068

北海道 下川町 　 　 1 130

北海道 増毛町 　 　 3 446

北海道 小平町 　 　 3 474

北海道 苫前町 　 　 4 576

北海道 羽幌町 　 　 2
678

北海道 羽幌町（離島）　 　 2

北海道 天塩町 　 　 2 418

北海道 浜頓別町 　 　 2 288

北海道 礼文町（離島） 　 　 3 255

北海道 斜里町 　 　 10 1,580

北海道 小清水町 　 　 3

北海道 置戸町 　 　 5 886

北海道 佐呂間町 　 　 5 1,188

北海道 滝上町 　 　 3 474

北海道 雄武町 　 　 5 102

北海道 大空町 　 　 10 1,760

北海道 壮瞥町 　 　 2 396

北海道 白老町 　 　 4 638

北海道 厚真町 公 　 11 2,177

北海道 洞爺湖町 　 　 8 1,096

北海道 むかわ町 　 　 12 1,734

北海道 日高町 　 　 10 1,564

北海道 平取町 　 　 8 1,196

北海道 新冠町 　 　 5 890

北海道 浦河町 　 　 11 1,750

北海道 様似町 　 　 4 576

北海道 えりも町 　 　 7 1,140

北海道 新ひだか町 　 　 15 2,298

北海道 新得町 　 　 3

北海道 中札内村 　 　 5 762

北海道 池田町 　 　 8 1,214

北海道 豊頃町 　 　 5 796

北海道 足寄町 　 　 3 508

北海道 厚岸町 　 　 8 1,684

北海道 浜中町 　 　 6 1,016

北海道 標茶町 　 　 13 2,244

北海道 弟子屈町 　 　 10 1,526

北海道 鶴居村 　 　 5 706

北海道 白糠町 　 　 10 1,356

北海道 別海町 　 　 15 2,426

北海道 標津町 公 　 12 4,652

北海道 羅臼町 　 　 12 2,338

青森県 青森市 　 　 25 3,732

青森県 弘前市 　 　 2 656

青森県 八戸市 　 環 27 6,300

青森県 黒石市 　 　 15 694

青森県 五所川原市 　 　 40 5,760

青森県 十和田市 公 環 30 5,546

都道府
県　名

事　業
主　体

施設
区分

詳細
基数
（基）

内示額
（千円）

青森県 三沢市 　 　 2 316

青森県 むつ市 　 　 26 4,560

青森県 つがる市 公 環 14 2,436

青森県 平川市 　 　 1 158

青森県 平内町 　 　 3
870

青森県 平内町 公 　 1

青森県 今別町 　 　 8 1,208

青森県 蓬田村 　 　 13 1,822

青森県 外ヶ浜町 　 　 3

青森県 深浦町 　 　 25 3,378

青森県 大鰐町 公 　 7 2,853

青森県 板柳町 　 　 1 98

青森県 野辺地町 　 　 52 8,310

青森県 六戸町 　 　 27 908

青森県 横浜町 　 　 13 1,842

青森県 東北町 　 　 30 6,434

青森県 六ヶ所村 　 　 2 382

青森県 おいらせ町 　 　 35 3,012

青森県 東通村 　 　 11 1,566

青森県 三戸町 　 　 13 2,476

青森県 五戸町 公 　 20 1,756

青森県 田子町 　 　 15 2,292

青森県 南部町 　 　 17 2,490

青森県 階上町 　 　 20 3,054

青森県 新郷村 　 　 3 441

岩手県 盛岡市 　 　 43 4,454

岩手県 宮古市 公 　 50 19,800

岩手県 大船渡市 　 　 34 6,580

岩手県 花巻市 　 　 80 12,640

岩手県 北上市 　 　 100 19,880

岩手県 久慈市 　 　 60 12,080

岩手県 遠野市 　 　 60 12,424

岩手県 一関市 　 　 220 47,210

岩手県 陸前高田市 　 　 60 12,762

岩手県 釜石市 　 　 13 3,134

岩手県 二戸市 　 　 8
8,455

岩手県 二戸市 　 環 22

岩手県 八幡平市 　 　 13

16,970岩手県 八幡平市 公 　 12

岩手県 八幡平市 公 環 18

岩手県 奥州市 　 　 15
36,569

岩手県 奥州市 公 　 100

岩手県 滝沢市 　 　 50 5,434

岩手県 雫石町 　 　 15 2,540

岩手県 葛巻町 公 　 20 7,472

岩手県 岩手町 　 　 3
5,622

岩手県 岩手町 公 　 13

岩手県 紫波町 公 改 56
6,643

岩手県 紫波町 公 　 15

岩手県 矢巾町 　 　 4 632

岩手県 西和賀町 公 　 5 1,980

岩手県 金ケ崎町 公 　 10 3,680

岩手県 平泉町 　 　 6
4,445

岩手県 平泉町 　 環 8

岩手県 住田町 　 　 12 1,245

岩手県 山田町 　 　 15 2,438

岩手県 岩泉町 　 　 12 1,728

岩手県 田野畑村 　 　 5 1,214

岩手県 普代村 　 　 8 1,208

岩手県 軽米町 　 　 20 3,160

岩手県 野田村 　 　 2 288

岩手県 九戸村 　 　 15 2,404

岩手県 洋野町 　 　 30 4,740

岩手県 一戸町 公 　 18 7,377

宮城県 仙台市 公 　 27

宮城県 石巻市 　 　 50
49

宮城県 石巻市 公 　 3

宮城県 気仙沼市 　 　 110 3,800

宮城県 白石市 　 　 2 171

宮城県 名取市 　 　 25 3,860

宮城県 岩沼市 　 　 4 497

宮城県 登米市 公 　 80 25,704

宮城県 栗原市 　 　 5

66,258宮城県 栗原市 公 改 120

宮城県 栗原市 公 環 110

宮城県 東松島市 　 　 3 332

宮城県 大崎市 公 　 270 35,000

宮城県 富谷市 　 　 2 220

宮城県 蔵王町 　 　 17 2,264

宮城県 大河原町 　 　 7 966

宮城県 村田町 　 　 2 248

宮城県 柴田町 　 　 20 2,541

宮城県 川崎町 　 　 10 1,352

宮城県 丸森町 　 　 30 3,866

宮城県 亘理町 　 　 10 1,188

宮城県 山元町 　 　 20 2,486

宮城県 松島町 　 　 10 829

宮城県 利府町 　 　 4 552

宮城県 大和町 公 　 6 1,766

宮城県 大郷町 公 　 15 4,900

宮城県 大衡村 公 　 5 1,780

宮城県 加美町 公 　 20 7,920

宮城県 涌谷町 　 　 12 1,656

宮城県 美里町 　 　 10 996

宮城県 南三陸町 　 　 35 4,830

秋田県 能代市 公 環 51 12,491

秋田県 横手市 　 　 140

秋田県 大館市 　 　 45 7,234

秋田県 男鹿市 　 　 12 645

秋田県 湯沢市 　 　 40 5,200

秋田県 鹿角市 　 　 40 5,424

秋田県 由利本荘市 　 　 70

秋田県 潟上市 　 　 6 816

秋田県 大仙市 　 　 75 5,088

秋田県 北秋田市 　 　 20 4,210

秋田県 仙北市 　 　 25 3,334

都道府
県　名

事　業
主　体

施設
区分

詳細
基数
（基）

内示額
（千円）

秋田県 小坂町 　 　 3 418

秋田県 上小阿仁村 　 　 1 147

秋田県 三種町 　 　 10 2,070

秋田県 八峰町 　 　 2 180

秋田県 八郎潟町 　 　 1 304

秋田県 井川町 　 　 1 136

秋田県 美郷町 　 　 40 5,200

秋田県 羽後町 　 　 15 3,984

秋田県 東成瀬村 公 　 4 1,446

山形県 山形市 　 　 1

山形県 米沢市 　 　 50 752

山形県 新庄市 　 環 40 9,180

山形県 寒河江市 公 環 60 33,690

山形県 上山市 　 　 12 2,892

山形県 村山市 　 環 8 1,944

山形県 長井市 公 環 50 23,464

山形県 東根市 　 　 6 1,762

山形県 尾花沢市 　 　 12 1,818

山形県 南陽市 　 　 18 3,124

山形県 山辺町 　 　 1 130

山形県 中山町 　 　 1 260

山形県 西川町 　 　 5 768

山形県 朝日町 　 　 10 1,304

山形県 大江町 　 　 15 2,096

山形県 大石田町 　 　 3 418

山形県 金山町 　 　 10 1,580

山形県 最上町 公 環 30 17,776

山形県 舟形町 　 　 1 158

山形県 真室川町 　 　 26 5,958

山形県 大蔵村 公 環 2 1,343

山形県 鮭川村 　 環 16 3,456

山形県 戸沢村 　 　 5 650

山形県 高畠町 公 環 17 9,613

山形県 川西町 　 　 30 5,682

山形県 小国町 　 　 6 936

山形県 白鷹町 公 環 30 19,140

山形県 飯豊町 公 環 4 2,166

山形県 庄内町 　 　 1 158

山形県 遊佐町 　 環 3 472

福島県 福島市 　 　 105

福島県 福島市 公 公 1

福島県 会津若松市 　 　 30
21,373

福島県 会津若松市 公 　 45

福島県 郡山市 　 環 45 17,797

福島県 いわき市 　 災 23
84,812

福島県 いわき市 　 環 700

福島県 白河市 公 　 30 1,000

福島県 須賀川市 　 　 30 3,757

福島県 喜多方市 　 　 60 8,042

福島県 相馬市 　 　 70 11,707

福島県 二本松市 　 　 120 10,582

福島県 田村市 　 　 60 273,151

福島県 南相馬市 　 環 64 12,998

福島県 伊達市 　 　 66 7,580

福島県 本宮市 　 　 82 8,421

福島県 桑折町 　 　 12 1,842

福島県 国見町 　 　 23 3,645

福島県 川俣町 　 　 50 8,531

福島県 大玉村 　 　 20 2,010

福島県 鏡石町 　 　 5 905

福島県 天栄村 　 　 2 191

福島県 下郷町 　 　 12 1,186

福島県 只見町 　 　 2 316

福島県 南会津町 　 　 12 2,732

福島県 西会津町 公 　 5 2,049

福島県 猪苗代町 　 環 15

福島県 猪苗代町 　 少 114

福島県 会津坂下町 　 　 30 3,841

福島県 柳津町 　 　 3 474

福島県 金山町 公 　 10 3,970

福島県 会津美里町 　 　 24 3,168

福島県 西郷村 　 　 1 110

福島県 泉崎村 　 　 1 138

福島県 中島村 　 　 7 801

福島県 矢吹町 　 　 13 568

福島県 棚倉町 　 　 22 2,138

福島県 矢祭町 　 　 19 2,488

福島県 塙町 　 　 10 1,330

福島県 鮫川村 　 　 7 1,026

福島県 石川町 　 　 46 6,811

福島県 平田村 　 　 12 1,758

福島県 浅川町 　 　 10 1,545

福島県 古殿町 　 　 11 1,738

福島県 三春町 　 　 15
34,004

福島県 三春町 公 　 50

福島県 小野町 　 　 3
12,357

福島県 小野町 公 　 14

福島県 広野町 　 　 3 476

福島県 楢葉町 　 　 15 1,639

福島県 富岡町 　 　 10 1,343

福島県 川内村 　 　 3 389

福島県 大熊町 　 　 2 221

福島県 双葉町 　 　 5 710

福島県 浪江町 　 　 18 2,670

福島県 葛尾村 　 　 11 1,436

福島県 新地町 　 　 20 2,623

福島県 飯舘村 　 　 15 1,157

茨城県 水戸市 　 　 180 12,857

茨城県 日立市 　 　 13 1,655

茨城県 土浦市 　 　 17 4,756

茨城県 古河市 　 　 94 15,435

茨城県 石岡市 　 　 70 14,389

茨城県 結城市 　 　 50 6,556

茨城県 龍ケ崎市 　 環 35 15,075

茨城県 下妻市 　 　 60 9,702

茨城県 常総市 　 　 100 12,494
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茨城県 常陸太田市 　 　 65 8,990

茨城県 高萩市 　 　 10 1,608

茨城県 北茨城市 　 　 120

茨城県 笠間市 　 　 85

茨城県 取手市 　 　 27 3,866

茨城県 牛久市 　 　 7
13,016

茨城県 牛久市 　 環 33

茨城県 つくば市 　 　 100 16,474

茨城県 鹿嶋市 　 　 48 12,567

茨城県 潮来市 　 環 15 5,812

茨城県 常陸大宮市 　 　 80 16,856

茨城県 那珂市 　 　 90 17,580

茨城県 筑西市 　 　 210 37,060

茨城県 坂東市 　 　 75 12,280

茨城県 稲敷市 　 環 40 11,006

茨城県 桜川市 　 　 120 24,870

茨城県 神栖市 　 　 210 23,417

茨城県 行方市 　 環 70

茨城県 鉾田市 　 　 80 8,543

茨城県 つくばみらい市 　 　 9 1,712

茨城県 小美玉市 　 環 40 12,037

茨城県 茨城町 　 　 60 17,153

茨城県 大洗町 　 　 18 2,518

茨城県 城里町 　 　 9 1,480

茨城県 東海村 　 　 11 1,814

茨城県 大子町 公 環 55 29,000

茨城県 美浦村 　 　 6 1,151

茨城県 阿見町 　 環 69
19,828

茨城県 阿見町 　 　 2

茨城県 河内町 　 環 24 9,234

茨城県 八千代町 　 　 24 2,922

茨城県 境町 　 　 10 1,205

茨城県 利根町 　 　 8 2,340

栃木県 宇都宮市 　 環 124

栃木県 宇都宮市 　 　 16

栃木県 宇都宮市 　 台

栃木県 足利市 　 環 56

栃木県 栃木市 　 環 160

栃木県 栃木市 　 　 40

栃木県 栃木市 　 台

栃木県 佐野市 　 環 80 32,143

栃木県 日光市 　 環 27
6,158

栃木県 日光市 　 　 6

栃木県 小山市 　 環 116
32,507

栃木県 小山市 　 　 14

栃木県 真岡市 　 環 90
28,259

栃木県 真岡市 　 　 10

栃木県 大田原市 　 環 10
6,629

栃木県 大田原市 　 　 40

栃木県 矢板市 　 環 10

7,133栃木県 矢板市 　 　 20

栃木県 矢板市 　 台

栃木県 那須塩原市 　 環 285
75,870

栃木県 那須塩原市 　 　 10

栃木県 さくら市 　 環 26
10,664

栃木県 さくら市 　 　 21

栃木県 那須烏山市 　 環 39

12,437栃木県 那須烏山市 　 　 26

栃木県 那須烏山市 　 台

栃木県 下野市 　 環 11 2,589

栃木県 上三川町 　 環 3
977

栃木県 上三川町 　 　 1

栃木県 益子町 　 環 25 9,072

栃木県 益子町 　 　 37

栃木県 茂木町 　 環 30 7,270

栃木県 市貝町 　 環 10 3,034

栃木県 市貝町 　 　 8

栃木県 壬生町 　 環 30 8,935

栃木県 野木町 　 環 3
2,426

栃木県 野木町 　 　 12

栃木県 塩谷町 　 環 20
11,951

栃木県 塩谷町 　 　 30

栃木県 高根沢町 　 環 24
11,420

栃木県 高根沢町 　 　 24

栃木県 那須町 　 環 19
10,359

栃木県 那須町 　 　 32

栃木県 那珂川町 　 環 45 8,696

群馬県 前橋市 　 環 55

群馬県 高崎市 　 環 70

群馬県 桐生市 　 環 36 3,852

群馬県 伊勢崎市 　 環 111
42,605

群馬県 伊勢崎市 公 環 10

群馬県 太田市 　 　 440

群馬県 沼田市 　 環 15 5,260

群馬県 館林市 　 環 30 10,020

群馬県 渋川市 　 　 35 2,227

群馬県 藤岡市 　 環 120 39,600

群馬県 富岡市 　 環 50 11,965

群馬県 安中市 　 環 150 57,280

群馬県 みどり市 　 環 60 19,708

群馬県 吉岡町 　 　 25 1,610

群馬県 上野村 公 　 4 1,176

群馬県 神流町 公 環 3 1,323

群馬県 下仁田町 公 環 11
6,317

群馬県 下仁田町 公 改 35

群馬県 南牧村 公 　 7 2,090

群馬県 甘楽町 　 環 5 1,147

群馬県 中之条町 　 　 3 279

群馬県 長野原町 　 　 10 828

群馬県 嬬恋村 公 環 10 5,400

群馬県 草津町 　 環 2 262

群馬県 高山村 　 環 5
976

群馬県 高山村 　 環 1

群馬県 東吾妻町 公 環 40
24,566

群馬県 東吾妻町 公 改 200

群馬県 片品村 　 環 10 2,723
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群馬県 川場村 　 　 1 93
群馬県 昭和村 公 　 10 3,427
群馬県 みなかみ町 　 環 16 3,465
群馬県 板倉町 　 　 40 4,390
群馬県 明和町 　 環 30 4,688
群馬県 千代田町 　 環 24 5,766

群馬県 邑楽町 　 環 36 6,172
埼玉県 さいたま市 　 環 25

埼玉県 川越市 　 環 35
埼玉県 熊谷市 　 環 38
埼玉県 川口市 　 　 2
埼玉県 川口市 　 台

埼玉県 行田市 　 環 50 14,544
埼玉県 秩父市 公 環 100 47,744
埼玉県 所沢市 　 　 10
埼玉県 飯能市 　 環 39 12,287
埼玉県 加須市 　 環 80 20,908
埼玉県 本庄市 　 環 30 9,724
埼玉県 東松山市 　 環 50 15,578
埼玉県 春日部市 　 環 10
埼玉県 羽生市 　 環 40 9,800
埼玉県 鴻巣市 　 環 30 7,953
埼玉県 深谷市 　 環 20 5,197
埼玉県 上尾市 　 環 20
埼玉県 越谷市 　 環 50 19,390
埼玉県 入間市 　 環 22 8,861
埼玉県 桶川市 　 環 18 5,715

埼玉県 久喜市 　 環 83 24,554
埼玉県 北本市 　 環 30 9,003
埼玉県 八潮市 　 環 10 4,216
埼玉県 三郷市 　 環 15
埼玉県 蓮田市 　 環 10 2,821
埼玉県 坂戸市 　 環 50 17,041
埼玉県 幸手市 　 環 25 6,845
埼玉県 鶴ヶ島市 　 環 10 3,759

埼玉県 日高市 　 環 20 6,810
埼玉県 吉川市 　 環 40 12,383
埼玉県 白岡市 　 環 12 3,966
埼玉県 伊奈町 　 環 20
埼玉県 毛呂山町 　 環 6 1,689
埼玉県 越生町 　 環 5 1,553

埼玉県 滑川町 　 環 13
12,575

埼玉県 滑川町 公 環 20
埼玉県 嵐山町 公 環 40

26,165
埼玉県 嵐山町 　 環 20
埼玉県 小川町 　 環 20

20,292
埼玉県 小川町 公 環 20
埼玉県 川島町 　 環 18 4,330

埼玉県 吉見町 　 環 20
4,927

埼玉県 吉見町 公 環 5
埼玉県 鳩山町 　 環 5

10,801埼玉県 鳩山町 　 台

埼玉県 鳩山町 公 環 15
埼玉県 ときがわ町 　 環 42

43,354
埼玉県 ときがわ町 公 環 70
埼玉県 横瀬町 　 環 15

14,229
埼玉県 横瀬町 公 環 25
埼玉県 小鹿野町 公 環 65 33,060
埼玉県 東秩父村 　 環 8

6,731
埼玉県 東秩父村 公 環 8
埼玉県 美里町 　 環 20 4,940

埼玉県 神川町 　 環 10 2,690
埼玉県 上里町 　 環 18 5,595
埼玉県 寄居町 　 環 10
埼玉県 寄居町 公 環 18
埼玉県 宮代町 　 環 10 2,784

埼玉県 杉戸町 　 環 20 6,812
埼玉県 松伏町 　 環 10 2,192

埼玉県 皆野・長瀞下水道組合 公 環 16 7,780
千葉県 千葉市 　 　 4
千葉県 銚子市 　 　 5 713
千葉県 市川市 　 　 2
千葉県 船橋市 　 　 6 1,223
千葉県 館山市 　 　 10 500

千葉県 木更津市 　 　 38 6,168

千葉県 野田市 　 　 20 5,220
千葉県 茂原市 　 　 21 3,851
千葉県 成田市 　 環 60
千葉県 成田市 　 　 20
千葉県 佐倉市 　 環 25 8,055

千葉県 東金市 　 環 75 29,690
千葉県 旭市 　 環 40 11,991
千葉県 勝浦市 　 　 7 1,508
千葉県 市原市 　 環 104
千葉県 流山市 　 環 50 22,350
千葉県 八千代市 　 　 20 5,443
千葉県 我孫子市 　 　 36 4,283

千葉県 鴨川市 　 　 16 2,992
千葉県 鎌ケ谷市 　 　 20 3,000
千葉県 君津市 　 　 31 5,400
千葉県 富津市 　 　 12
千葉県 四街道市 　 環 7 1,587
千葉県 袖ケ浦市 　 　 25 3,114
千葉県 八街市 　 　 25 5,832

千葉県 印西市 　 　 100 20,472
千葉県 白井市 　 　 13 3,634
千葉県 富里市 　 　 32 8,312
千葉県 南房総市 　 環 50
千葉県 匝瑳市 　 環 60 2,368
千葉県 香取市 　 　 50 6,933
千葉県 山武市 　 環 70 26,774
千葉県 いすみ市 　 　 30 5,909
千葉県 大網白里市 　 　 15 2,254
千葉県 栄町 　 　 5 1,988
千葉県 神崎町 　 　 4 968
千葉県 多古町 　 環 20 4,429


